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平成30年度 可児市一般会計補正予算（第５号） 

 

平成30年度可児市の一般会計の補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２２２，０００千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳

入歳出それぞれ３２，７４４，１００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表 歳

入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 既定の繰越明許費の追加及び変更は「第２表 繰越明許費の補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 既定の地方債の変更は「第３表 地方債の補正」による。 
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

12 分 担 金 及 び 負 担 金 ２６０，５２８ △１０，０００ ２５０，５２８

2 負 担 金 ２６０，３４８ △１０，０００ ２５０，３４８

14 国 庫 支 出 金 ３，８５１，８９５ △２６，９３７ ３，８２４，９５８

1 国 庫 負 担 金 ２，９３６，９８８ ９，８５９ ２，９４６，８４７

2 国 庫 補 助 金 ８９６，４０８ △３６，７９６ ８５９，６１２

15 県 支 出 金 １，９２７，４６６ ９，１１７ １，９３６，５８３

1 県 負 担 金 １，１９７，７５１ ４，５２５ １，２０２，２７６

2 県 補 助 金 ５２７，２０６ ４，５９２ ５３１，７９８

16 財 産 収 入 ８５，６８４ ２２，４０１ １０８，０８５

1 財 産 運 用 収 入 ７５，１８４ ２２，４０１ ９７，５８５

17 寄 附 金 ２４０，０００ １８２，０００ ４２２，０００

1 寄 附 金 ２４０，０００ １８２，０００ ４２２，０００

18 繰 入 金 ２，１２８，５６３ △２０３，１８１ １，９２５，３８２

1 基 金 繰 入 金 １，９７４，８７３ △２０３，１８１ １，７７１，６９２

21 市 債 ３，３６７，０００ △１９５，４００ ３，１７１，６００

1 市 債 ３，３６７，０００ △１９５，４００ ３，１７１，６００

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ３２，９６６，１００ △２２２，０００ ３２，７４４，１００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正



(歳　出) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

2 総 務 費 ５，６４２，４７６ ８４，６１６ ５，７２７，０９２

1 総 務 管 理 費 ４，９９９，８２４ ８４，６１６ ５，０８４，４４０

3 民 生 費 １１，１６１，９９９ ４４，５１６ １１，２０６，５１５

1 社 会 福 祉 費 ５，９１０，９５４ ９８，９９０ ６，００９，９４４

2 児 童 福 祉 費 ４，６９６，０７６ △８３，２０８ ４，６１２，８６８

3 生 活 保 護 費 ５５４，６６９ ２８，７３４ ５８３，４０３

4 衛 生 費 ２，３８０，００９ △１６，０００ ２，３６４，００９

1 保 健 衛 生 費 １，０６６，１１５ ０ １，０６６，１１５

2 清 掃 費 １，２９２，５８６ △１６，０００ １，２７６，５８６

7 商 工 費 ６２０，３１３ ０ ６２０，３１３

1 商 工 費 ６２０，３１３ ０ ６２０，３１３

8 土 木 費 ５，２５６，７９９ △２６０，８００ ４，９９５，９９９

2 道 路 橋 り ょ う 費 １，４５３，０８３ ０ １，４５３，０８３

4 都 市 計 画 費 ３，２５１，０５５ △２６０，８００ ２，９９０，２５５

10 教 育 費 ３，４３４，５４６ △１０，０００ ３，４２４，５４６

4 幼 稚 園 費 ３３１，７８２ △１０，０００ ３２１，７８２

5 社 会 教 育 費 ９１４，０３１ ０ ９１４，０３１

11 公 債 費 ２，３５５，１９８ △６４，３３２ ２，２９０，８６６

1 公 債 費 ２，３５５，１９８ △６４，３３２ ２，２９０，８６６

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ３２，９６６，１００ △２２２，０００ ３２，７４４，１００
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（単位：千円）

2 総 務 費 1 総 務 管 理 費 支え愛地域づくり事業

7 商 工 費 1 商 工 費 住宅新築リフォーム助成事業

8 土 木 費 2 道 路 橋 り ょ う 費 道路維持事業 １３，７００

道路改良事業 ２２，０００

市道56号線改良事業 ５１０，０００

市道112号線改良事業 ５４，０００

市道117号線改良事業 １３，６００

橋りょう長寿命化事業 ６４，０００

3 河 川 費 河川改良事業 ４，０００

4 都 市 計 画 費 可児駅前線街路事業効果分析調査業務 ２，７００

可児駅前線街路事業 １８８，９００

土田渡多目的広場整備事業 ２０５，５００

７，５００

６２，６００

１．追　加

第２表　繰越明許費の補正

金　　額款 項 事　　業　　名



（単位：千円）

8 土 木 費 4 都 市 計 画 費 可児駅東土地区画整理関連事業 ２，０００ ２，８００

２．変　更

款 項 事　　業　　名 補正前 補正後
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１．変　更

（単位：千円）

限　度　額 起債の方法 償 還 の 方 法 限　度　額 起債の方法 償 還 の 方 法

土田渡多目的広場
整備事業

314,600 154,400

可児駅自由通路整
備事業

200,500 165,300

利 率 利 率

第３表　地方債の補正

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

　政府資金について
はその融資条件によ
り、金融機関その他
の資金については借
入先と協定し、その
融資条件に従うもの
とする。
　ただし、市財政の
都合により据置期間
及び償還期限を短縮
し、若しくは繰上償
還又は低利に借換え
することができる。

証書借入
又は

証券発行

証書借入
又は

証券発行

 4.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

　政府資金について
はその融資条件によ
り、金融機関その他
の資金については借
入先と協定し、その
融資条件に従うもの
とする。
　ただし、市財政の
都合により据置期間
及び償還期限を短縮
し、若しくは繰上償
還又は低利に借換え
することができる。

 4.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計補正予算説明書 



 



１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

12 分 担 金 及 び 負 担 金 ２６０，５２８ △１０，０００ ２５０，５２８

14 国 庫 支 出 金 ３，８５１，８９５ △２６，９３７ ３，８２４，９５８

15 県 支 出 金 １，９２７，４６６ ９，１１７ １，９３６，５８３

16 財 産 収 入 ８５，６８４ ２２，４０１ １０８，０８５

17 寄 附 金 ２４０，０００ １８２，０００ ４２２，０００

18 繰 入 金 ２，１２８，５６３ △２０３，１８１ １，９２５，３８２

21 市 債 ３，３６７，０００ △１９５，４００ ３，１７１，６００

歳       入       合       計歳 入 合 計 ３２，９６６，１００ △２２２，０００ ３２，７４４，１００
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書
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(歳　出) (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 特     定     財     源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

2 総 務 費 5,642,476 84,616 5,727,092 0 0 37,230 47,386

3 民 生 費 11,161,999 44,516 11,206,515 19,233 0 △10,000 35,283

4 衛 生 費 2,380,009 △16,000 2,364,009 2,000 0 27,248 △45,248

7 商 工 費 620,313 0 620,313 1,480 0 3,550 △5,030

8 土 木 費 5,256,799 △260,800 4,995,999 △40,533 △195,400 3,828 △28,695

10 教 育 費 3,434,546 △10,000 3,424,546 0 0 2,740 △12,740

11 公 債 費 2,355,198 △64,332 2,290,866 0 0 0 △64,332

歳 出 合 計 32,966,100 △222,000 32,744,100 △17,820 △195,400 64,596 △73,376

一 般 財 源



２　歳入

(款) 12 分担金及び負担金

(項) 2 負担金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 2 民生費負担金 260,044 △10,000 250,044  2 児童福祉費負担金 △10,000 保育園児童運営費負担金                    

計 260,348 △10,000 250,348

(款) 14 国庫支出金

(項) 1 国庫負担金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 民生費国庫負担金 2,932,488 9,859 2,942,347  2 社会福祉費負担金 48,150 障がい者自立支援給付費負担金 40,100

障がい児通所給付費等負担金 13,550

障がい者医療費負担金 △5,500

 3 児童福祉費負担金 △41,900 児童扶養手当給付負担金 △4,000

子どものための教育･保育給付費負担金

△ 40,000

児童手当負担金 2,100

 4 生活保護費負担金 3,609 介護扶助費負担金                          

計 2,936,988 9,859 2,946,847

(款) 14 国庫支出金

(項) 2 国庫補助金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 2 民生費国庫補助金 140,815 3,737 144,552  2 児童福祉費補助金 3,737 保育対策総合支援事業費補助金              

 4 土木費国庫補助金 611,996 △40,533 571,463  1 道路橋りょう費補助金 △9,533 市道改良事業交付金(社会資本整備総合交付金)

 2 都市計画費補助金 △31,000 土田渡多目的広場整備事業交付金（社会資本整

備総合交付金）                            

計 896,408 △36,796 859,612
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目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額
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(款) 15 県支出金

(項) 1 県負担金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 民生費県負担金 1,189,479 4,525 1,194,004  2 社会福祉費負担金 24,075 障がい者自立支援給付費負担金 20,050

障がい児通所給付費等負担金 6,775

障がい者医療費負担金 △2,750

 3 児童福祉費負担金 △19,550 子どものための教育･保育給付費負担金

△ 20,000

児童手当負担金 450

計 1,197,751 4,525 1,202,276

(款) 15 県支出金

(項) 2 県補助金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 2 民生費県補助金 418,441 1,112 419,553  1 社会福祉費補助金 105 精神障がい者小規模作業所等交通費補助金    

 3 児童福祉費補助金 1,007 岐阜県児童福祉等対策事業補助金

 3 衛生費県補助金 22,614 2,000 24,614  1 保健衛生費補助金 2,000 岐阜県清流の国ぎふ推進補助金              

 5 商工費県補助金 5,089 1,480 6,569  1 商工費補助金 1,480 岐阜県清流の国ぎふ推進補助金              

計 527,206 4,592 531,798

(款) 16 財産収入

(項) 1 財産運用収入 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 2 利子及び配当金 46,230 22,401 68,631  1 利子及び配当金 22,401 財政調整基金利子 11,346

減債基金利子 129

公共施設整備基金利子 9,173

まちづくり振興基金利子 1,753

計 75,184 22,401 97,585

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額



(款) 17 寄附金

(項) 1 寄附金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 一般寄附金 240,000 129,805 369,805  1 一般寄附金 129,805

 2 総務費寄附金 0 3,040 3,040  1 総務管理費寄附金 3,040

 3 衛生費寄附金 0 27,248 27,248  1 環境衛生費寄附金 27,248

 4 商工費寄附金 0 3,550 3,550  1 商工費寄附金 3,550

 5 土木費寄附金 0 4,955 4,955  1 道路橋りょう費寄附金 1,127

 2 都市計画費寄附金 3,828

 6 教育費寄附金 0 13,402 13,402  1 社会教育費寄附金 2,740

 2 保健体育費寄附金 10,662

計 240,000 182,000 422,000

(款) 18 繰入金

(項) 1 基金繰入金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 財政調整基金繰入金 1,569,449 △203,181 1,366,268  1 財政調整基金繰入金 △203,181

計 1,974,873 △203,181 1,771,692

(款) 21 市債

(項) 1 市債 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 3 土木債 1,321,800 △195,400 1,126,400  3 都市計画債 △195,400 土田渡多目的広場整備事業債 △160,200

可児駅自由通路整備事業債 △35,200

計 3,367,000 △195,400 3,171,600
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目
区     分 金   額

目
区     分 金   額

目
区     分 金   額
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３　歳出
(款) 2 総務費

(項) 1 総務管理費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 5 財産管理費 521,989 37,230 559,219 0 0 37,230 0 25 積立金 37,230 財政調整基金利子積立金 11,346

減債基金利子積立金 129

公共施設整備基金積立金 11,789

公共施設整備基金利子積立金 9,173

まちづくり振興基金積立金 3,040

まちづくり振興基金利子積立金 1,753

 7 企画費 2,234,752 47,386 2,282,138 0 0 0 47,386  8 報償費 46,400 謝礼                                  

12 役務費 8,986 通信運搬費 138

手数料 8,848

13 委託料 △5,000 施設調査業務委託料                    

19 負担金・補 △3,000 東美濃ナンバー実現協議会負担金        

助及び交付

金

計 4,999,824 84,616 5,084,440 0 0 37,230 47,386

(款) 3 民生費

(項) 1 社会福祉費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 2 老人福祉費 1,276,236 2,300 1,278,536 0 0 0 2,300 28 繰出金 2,300 介護保険特別会計繰出金                

 5 精神障がい 820 210 1,030 105 0 0 105 19 負担金・補 210 精神障がい者小規模作業所等交通費補助金

者福祉費 助及び交付

金

 6 障がい者自 1,486,327 96,480 1,582,807 72,225 0 0 24,255 12 役務費 180 手数料                                

立支援費 20 扶助費 96,300 居宅介護給付費 3,000

生活介護給付費 16,800

施設入所支援給付費 5,900

自立訓練給付費（生活訓練） 11,400

宿泊型自立訓練給付費 6,800

就労継続支援Ａ型給付費 12,000

就労継続支援Ｂ型給付費 15,000

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額



(款) 3 民生費

(項) 1 社会福祉費

補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

共同生活援助給付費 9,300

児童発達支援事業給付費 15,500

放課後等デイサービス給付費 11,600

更生医療費給付費 △11,000

計 5,910,954 98,990 6,009,944 72,330 0 0 26,660

(款) 3 民生費

(項) 2 児童福祉費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 児童福祉総 662,511 △12,000 650,511 △4,000 0 0 △8,000 20 扶助費 △12,000 児童扶養手当給付費                    

務費

 2 児童運営費 2,966,068 △71,208 2,894,860 △52,706 0 △10,000 △8,502 19 負担金・補 △74,208 保育園運営費負担金 △80,000

助及び交付 保育補助者雇上強化事業補助金 3,301

金 保育体制強化事業補助金 2,386

保育所等事故防止推進事業補助金 105

20 扶助費 3,000 児童手当費                            

計 4,696,076 △83,208 4,612,868 △56,706 0 △10,000 △16,502

(款) 3 民生費

(項) 3 生活保護費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 2 扶助費 505,379 28,734 534,113 3,609 0 0 25,125 23 償還金・利 28,734 国庫返還金                            

子及び割引

料

計 554,669 28,734 583,403 3,609 0 0 25,125

- 13 -

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額
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(款) 4 衛生費

(項) 1 保健衛生費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 3 保健指導費 416,319 0 416,319 2,000 0 0 △2,000

 5 環境対策費 17,270 0 17,270 0 0 4,700 △4,700

計 1,066,115 0 1,066,115 2,000 0 4,700 △6,700

(款) 4 衛生費

(項) 2 清掃費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 じん芥処理 1,232,470 △16,000 1,216,470 0 0 22,548 △38,548 13 委託料 △16,000 ごみ収集委託料                        

費 可燃ごみ袋作成委託料                  

計 1,292,586 △16,000 1,276,586 0 0 22,548 △38,548

(款) 7 商工費

(項) 1 商工費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 2 商工振興費 418,662 0 418,662 1,000 0 0 △1,000

 3 観光費 62,717 0 62,717 480 0 3,550 △4,030

計 620,313 0 620,313 1,480 0 3,550 △5,030

(款) 8 土木費

(項) 2 道路橋りょう費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 3 道路新設改 800,127 0 800,127 2,005 0 0 △2,005

良費

計 1,453,083 0 1,453,083 2,005 0 0 △2,005

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額



(款) 8 土木費

(項) 4 都市計画費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 都市計画総 283,712 △7,000 276,712 0 0 3,828 △10,828 13 委託料 △7,000 都市計画用途地域指定・広域調整業務委託

務費 料                                    

 4 公園費 607,531 △216,800 390,731 △42,538 △160,200 0 △14,062 13 委託料 △5,600 補償費積算業務委託料                  

15 工事請負費 △76,700 広場整備・アクセス道路整備工事費      

17 公有財産購 △76,200 土地購入費                            

入費

22 補償・補て △58,300 移転補償費                            

ん及び賠償

金

 5 土地区画整 487,651 △37,000 450,651 0 △35,200 0 △1,800 19 負担金・補 △37,000 可児駅自由通路整備事業負担金          

理費 助及び交付

金

計 3,251,055 △260,800 2,990,255 △42,538 △195,400 3,828 △26,690

(款) 10 教育費

(項) 4 幼稚園費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 幼稚園費 331,782 △10,000 321,782 0 0 0 △10,000 19 負担金・補 △10,000 幼稚園就園奨励費補助金                

助及び交付

金

計 331,782 △10,000 321,782 0 0 0 △10,000

(款) 10 教育費

(項) 5 社会教育費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 3 文化振興費 482,634 0 482,634 0 0 2,065 △2,065

 6 文化財保護 47,857 0 47,857 0 0 675 △675

費

計 914,031 0 914,031 0 0 2,740 △2,740

- 15 -

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額

一 般 財 源 区   分 金   額
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(款) 11 公債費

(項) 1 公債費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

 1 元金 2,206,582 △28,500 2,178,082 0 0 0 △28,500 23 償還金・利 △28,500 長期債元金                            

子及び割引

料

 2 利子 148,616 △35,832 112,784 0 0 0 △35,832 23 償還金・利 △35,832 長期債利子                            

子及び割引

料

計 2,355,198 △64,332 2,290,866 0 0 0 △64,332

一 般 財 源 区   分 金   額



１ 8,813,236 11,191,550 2,318,300 △ 195,400 2,122,900 1,095,226 12,219,224

（１）総 務 493,382 696,350 473,900 473,900 98,982 1,071,268

（６）土 木 5,407,705 8,012,152 1,611,700 △ 195,400 1,416,300 472,955 8,955,497

18,527,444 21,319,082 3,656,900 △ 195,400 3,461,500 2,178,082 22,602,500

※（６）土木の平成30年度中起債見込額については前年度からの繰越分（289,900千円）を含めた額である。

（単位：千円）

現 在 高 見 込 額元金償還見込額

平 成 30 年 度 末

計

区　　　　　　分

．　普　　通　　債

平成30年度中起債見込額

地 方 債 の 平 成 28 年 度 末 及 び 平 成 29 年 度 末 に お け る 現 在 高
並 び に 平 成 30 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

補 正 前 の 額

平 成 30 年 度 中

平成30年度中増減見込み平 成 29 年 度 末

現 在 高 現 在 高

平 成 28 年 度 末

補 正 額 補 正 後 の 額
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介護保険特別会計補正予算 
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平成 30年度 可児市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

平成 30年度可児市の介護保険特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 保険事業勘定の既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，３００千円を追加し、歳入歳出予算の

総額を歳入歳出それぞれ７，１３５，１００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は「第１表 歳

入歳出予算補正」による。 
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(歳　入) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

8 繰 入 金 ９６５，７８２ ２，３００ ９６８，０８２

1 他 会 計 繰 入 金 ９６５，７８２ ２，３００ ９６８，０８２

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ７，１３２，８００ ２，３００ ７，１３５，１００

(歳　出) (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

3 地 域 支 援 事 業 費 ４０６，９５１ ２，３００ ４０９，２５１

2 包括的支援事業・任意事業費 １６５，３９０ ２，３００ １６７，６９０

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ７，１３２，８００ ２，３００ ７，１３５，１００

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険特別会計補正予算説明書（保険事業勘定）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１　総括

(歳　入) (単位：千円)

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

8 繰 入 金 ９６５，７８２ ２，３００ ９６８，０８２

歳       入       合       計歳 入 合 計 ７，１３２，８００ ２，３００ ７，１３５，１００

- 21 -

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

(歳　出) (単位：千円)

補　正　額　の　財　源　内　訳

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計 特     定     財     源

国 県 支 出 金 基 金 交 付 金 そ の 他

3 地 域 支 援 事 業 費 406,951 2,300 409,251 0 0 2,300 0

歳 出 合 計 7,132,800 2,300 7,135,100 0 0 2,300 0

一 般 財 源
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２　歳入

(款) 8 繰入金

(項) 1 他会計繰入金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 1 一般会計繰入金 965,782 2,300 968,082  3 包括的支援事業・任意 2,300 現年度分                                  

事業繰入金

計 965,782 2,300 968,082

目
区     分 金   額



３　歳出
(款) 3 地域支援事業費

(項) 2 包括的支援事業・任意事業費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国県支出金 基金交付金 そ の 他

 1 包括的支援 165,390 2,300 167,690 0 0 2,300 0 20 扶助費 2,300 介護用品購入助成費                    

事業・任意

事業費

計 165,390 2,300 167,690 0 0 2,300 0

- 23 -

一 般 財 源 区   分 金   額
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可児駅東土地区画整理事業特別会計 
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平成30年度 可児市可児駅東土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号） 

 

平成30年度可児市の可児駅東土地区画整理事業特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（繰越明許費の補正） 

第１条 既定の繰越明許費の変更は「第１表 繰越明許費の補正」による。 
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（単位：千円）

1 区 画 整 理 費 1 区 画 整 理 事 業 費 可児駅東土地区画整理事業 ２，５００ １６４，８００

１．変　更

第１表　繰越明許費の補正

款 項 事　　業　　名 補正前 補正後



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道事業会計補正予算 



 



  （総則）

第１条  平成30年度可児市の水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

  （業務の予定量の補正）

第２条  平成30年度可児市水道事業会計予算(以下「予算」という。）第２条に定める年間総給水量、１日平均給水量を

　次のとおり補正する。

（既決予定量） （補正予定量） （  計  ）

      （２） 年間総給水量 １１,１１８,０００ ㎥ ３１２,０００ ㎥ １１,４３０,０００ ㎥

      （３） １日平均給水量 ３０,４６０ ㎥ ８５５ ㎥ ３１,３１５ ㎥

  （収益的収入及び支出の補正）

第３条  予算第３条に定める収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

       （科         目） （既決予定額） （補正予定額） （  計  ）

        収      入

    第１款  水 道 事 業 収 益 ２,６４３,０００ 千円 ４０,０００ 千円 ２,６８３,０００ 千円

      第１項   営  業  収  益 ２,１３９,９７６ 千円 ４０,０００ 千円 ２,１７９,９７６ 千円

        支     出

    第１款  水 道 事 業 費 ２,３１１,０００ 千円 ２３,０００ 千円 ２,３３４,０００ 千円

      第１項  営  業  費  用 ２,２７２,６２４ 千円 ２３,０００ 千円 ２,２９５,６２４ 千円

平成30年度 可児市水道事業会計補正予算 （第１号）
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水道事業会計補正予算説明書



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



収益的収入及び支出

収  入 (単位：千円)

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備   考

１ 水道事業収益 2,643,000 40,000 2,683,000

１ 営  業  収  益 2,139,976 40,000 2,179,976

１ 給  水  収  益 2,058,000 40,000 2,098,000

支　出 (単位：千円)

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備   考

１ 水道事業費 2,311,000 23,000 2,334,000

１ 営業費用 2,272,624 23,000 2,295,624

１ 浄    水    費 1,148,400 23,000 1,171,400

平 成 30 年 度 可 児 市 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

-　29　-
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（単位：千円）

1　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 315,246

減価償却費 696,000

賞与引当金の増減額（減少は△） 5,949

長期前受金戻入額 △ 390,031

資本費繰入収益 △ 12,442

受取利息及び受取配当金 △ 4,131

支払利息 9,776

固定資産除却損 63,750

未収金の増減額（増加は△） △ 2,034

未払金の増減額（減少は△） △ 18,836

前受金の増減額（減少は△） △ 45

その他流動負債の増減額（減少は△） 5,827

　小計 669,029

利息及び配当金の受取額 4,131

利息の支払額 △ 9,776

業務活動によるキャッシュ・フロー 663,384

平成30年度可児市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
 (平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）



（単位：千円）

2　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 610,794

有価証券の取得による支出 △ 200,000

有価証券の売却による収入 200,000

国庫補助金等返還による支出 △ 6,770

国庫補助金等による収入 92,664

負担金による収入 21,933

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 502,967

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 63,300

　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 63,300

資金の増加額（又は減少額） 97,117

資金期首残高 1,969,623

資金期末残高 2,066,740
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(単位：千円)

1 固  定  資  産

(1) 有形固定資産

イ 土地 687,257

ロ 建物 729,377

減価償却累計額 △ 278,643 450,734

ハ 構築物 27,367,870

減価償却累計額 △ 12,550,920 14,816,950

ニ 機械及び装置 2,697,338

減価償却累計額 △ 1,997,854 699,484

ホ 車両運搬具 15,251

減価償却累計額 △ 13,630 1,621

ヘ 工具、器具及び備品 50,355

減価償却累計額 △ 40,472 9,883

ト 建設仮勘定 716,223

有形固定資産合計 17,382,152

(2) 無形固定資産

イ ソフトウェア 2,121

無形固定資産合計 2,121

平 成 30 年 度 可 児 市 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

 (平成31年3月31日）

資   産   の   部



(単位：千円)

(3) 投資その他の資産

イ 投資有価証券 899,960

投資その他の資産合計 899,960

固　定　資　産　 合　計 18,284,233

2 流  動  資  産

(1) 現　金　預　金 2,066,740

(2) 未　　収　　金 259,151

貸 倒 引 当 金 △ 2,225 256,926

(3) 有　価　証　券 100,000

(4) 貯　　蔵　　品 36,923

(5) その他流動資産 1,000

流 動 資 産 合 計 2,461,589

資    産    合    計 20,745,822
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(単位：千円)

3 固  定  負  債

(1) 企　　業　　債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 198,328

企 業 債 合 計 198,328

固　定　負　債　合　計 198,328

4 流  動  負  債

(1) 企　　業　　債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 45,192

企 業 債 合 計 45,192

(2) 未　　払　　金 335,306

(3) 引　　当　　金

イ 賞与引当金 8,505

引 当 金 合 計 8,505

(4) その他流動負債 130,090

流　動　負　債　合　計 519,093

負   債   の   部



(単位：千円)

5 繰  延  収  益

(1) 長 期 前 受 金

イ 国庫補助金 221,526

収益化累計額 △ 27,072 194,454

ロ 県補助金 142,834

収益化累計額 △ 8,745 134,089

ハ 工事負担金等 17,152,200

収益化累計額 △ 9,615,372 7,536,828

ニ 受贈財産評価額 211,651

収益化累計額 △ 58,713 152,938

ホ 建設仮勘定長期前受金 172,231

長期前受金合計 8,190,540

繰 延 収 益 合 計 8,190,540

負    債    合    計 8,907,961

6 資    本    金

(1) 繰 入 資 本 金 129,340

(2) 組 入 資 本 金 10,475,136

(3) 引 継 資 本 金 330,560

資  本  金  合  計 10,935,036

資   本   の   部
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(単位：千円)

7 剰    余    金

(1) 資 本 剰 余 金

イ 国庫補助金 1,562

ロ 受贈財産評価額 262,666

資本剰余金合計 264,228

(2) 利 益 剰 余 金

イ 建設改良積立金 323,351

ロ 当年度未処分利益剰余金 315,246

利益剰余金合計 638,597

剰  余  金  合  計 902,825

資    本    合    計 11,837,861

負　債　資　本　合　計 20,745,822
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注 記 

 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

 （１）固定資産の減価償却の方法 

   イ 有形固定資産 

   ・減価償却の方法  定額法による。 

   ・主な耐用年数 

     建物        10～60年 

    構築物       ２～60年 

    機械及び装置    ２～30年 

    車両運搬具     ５年 

    工具、器具及び備品 ２～20年 

   ロ 無形固定資産 

   ・減価償却の方法  定額法による。 

   ・主な耐用年数 

    ソフトウェア    ５年 

 

（２）引当金の計上方法 

イ 退職給付引当金 

職員の退職手当に係る岐阜県市町村職員退職手当組合負担金は、退職手当負担金の負担に関する協議に基づき、組合積立金の不足等に応じて発生する追加

的な費用負担（収支差額調整のために支払う負担金、組合脱退時の清算金等を含む。）を全て一般会計が負担することとしているため、退職給付引当金は計

上していない。 

ロ 賞与引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給及び当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。 

ハ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。 
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（３）消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

 

 

２ 予定貸借対照表等に関する注記 

 

（１）企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む。）のうち、企業債の償還負担に関する協議に基づき、一般会計が負担すると見込まれ

る額は 128,916 千円である。 

 

（２）引当金の取崩し 

  イ 賞与引当金 

   平成 30年度において、期末手当・勤勉手当として 21,941 千円を支給及び当該手当に係る法定福利費を 4,752千円支出するため、賞与引当金 8,307千円を

取り崩す予定である。 

  ロ 貸倒引当金 

    平成 30年度において、不納欠損処理のため貸倒引当金 1,500千円を取り崩す予定である。 

 

 

 ３ セグメント情報に関する注記 

   水道事業単一のセグメントのため、記載を省略している。 

 

 

４ リース契約により使用する固定資産に関する注記 

 

（１）リース取引の処理方法 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道事業会計補正予算 



 



  （総則）

第１条  平成30年度可児市の下水道事業会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

  （収益的収入の補正）

第２条  平成30年度可児市下水道事業会計予算(以下「予算」という。)第３条に定める収益的収入の予定額を次のとおり補正する。

       （科         目） （既決予定額） （補正予定額） （  計  ）

        収　　 入

    第１款  下 水 道 事 業 収 益 ３,１０７,７５７ 千円 １,０００ 千円 千円

      第２項  営  業  外  収  益 １,５８０,３７３ 千円 １,０００ 千円 千円

  （資本的収入及び支出の補正）

第３条  予算第４条本文括弧書中「不足する額１,３２５，３０４千円」を「不足する額１,３３３，３０４千円」に、「当年度

　　　分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２７,９９３千円」を「当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

　　　２８,５８６千円」に、当年度分利益剰余金処分額３８７,４０９千円」を「当年度分利益剰余金処分額３９４,８１６千

　　　円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

       （科         目） （既決予定額） （補正予定額） （  計  ）

        収     入

    第１款  資 本 的 収 入 ９０５,０００ 千円 ６,０００ 千円 千円

      第３項  補 助 金 ４７,０００ 千円 ６,０００ 千円 千円

平成30年度  可児市下水道事業会計補正予算 （第３号）

３,１０８,７５７

９１１,０００

５３,０００

１,５８１,３７３
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        支     出

    第１款  資 本 的 支 出 ２,２３０,３０４ 千円 １４,０００ 千円 千円

      第１項  建 設 改 良 費 ４５５，６８３ 千円 １４,０００ 千円 千円

  （利益剰余金の処分の補正）

第４条　予算第９条中「当年度利益剰余金のうち３８７，４０９千円」を「当年度利益剰余金のうち３９４，８１６千円」に、

　 　「減債積立金３８７，４０９千円」を「減債積立金３９４，８１６千円」に改める。

２,２４４,３０４

４６９,６８３



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水道事業会計補正予算説明書



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



収益的収入 (単位：千円)

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備   考

１ 下水道事業収益 3,107,757 1,000 3,108,757

２ 営業外収益 1,580,373 1,000 1,581,373

２ 国庫補助金 15,000 1,000 16,000

資本的収入及び支出

収  入 (単位：千円)

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備   考

１ 資本的収入 905,000 6,000 911,000

３ 補助金 47,000 6,000 53,000

１ 補助金 47,000 6,000 53,000

平 成 30 年 度 可 児 市 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画
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支　出 (単位：千円)

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備   考

１ 資本的支出  2,230,304 14,000 2,244,304

１ 建設改良費 455,683 14,000 469,683

３ 雨水建設事業費 36,000 14,000 50,000



(単位：千円)

1　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 500,565

減価償却費 1,255,826

固定資産除却損 27,265

貸倒引当金の増減額（減少は△） 243

賞与引当金の増減額（減少は△） 710

長期前受金戻入額 △ 523,819

支払利息及び企業債取扱諸費 363,978

未収金の増減額（増加は△） △ 14,008

未払金の増減額（減少は△） △ 39,134

その他流動負債の増減額（減少は△） 13,479

小計 1,585,105

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 363,978

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,221,127

平 成 30 年 度 可 児 市 下 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（平成30年4月1日から平成31年3月31日まで）
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(単位：千円)

2　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 447,966

無形固定資産の取得による支出 △ 77,697

国庫補助金による収入 68,000

受益者負担金及び受益者分担金による収入 31,726

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 425,937

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 340,600

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,768,816

他会計からの出資による収入 499,374

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 928,842

資金の増加額（又は減少額） △ 133,652

資金期首残高 311,280

資金期末残高 177,628



(単位：千円)

1　固　定　資　産

(1) 有形固定資産

イ 土地 605,518

ロ 建物 34,001

減価償却累計額 △ 7,168 26,833

ハ 構築物 35,788,123

減価償却累計額 △ 2,197,533 33,590,590

ニ 機械及び装置 25,127

減価償却累計額 △ 13,174 11,953

ホ 車両運搬具 2,882

減価償却累計額 △ 96 2,786

有形固定資産合計 34,237,680

(2) 無形固定資産

イ 施設利用権 3,403,388

ロ ソフトウェア 3,594

無形固定資産合計 3,406,982

固　定　資　産　合　計 37,644,662

平 成 30 年 度 可 児 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

(平成31年3月31日)

資　産　の　部
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(単位：千円)

2　流　動　資　産

(1) 現金預金 177,628

(2) 未収金 247,707

貸倒引当金 △ 600 247,107

(3) その他流動資産 1,000

流　動　資　産　合　計 425,735

資　　産　　合　　計 38,070,397



(単位：千円)

3　固　定　負　債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 14,580,089

企業債合計 14,580,089

固　定　負　債　合　計 14,580,089

4　流　動　負　債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,688,564

企業債合計 1,688,564

(2) 未払金 282,243

(3) 引当金

イ 賞与引当金 7,180

引当金合計 7,180

(4) その他流動負債 20,479

流　動　負　債　合　計 1,998,466

負　債　の　部
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(単位：千円)

5　繰　延　収　益

(1) 長期前受金

イ 国庫補助金 6,341,479

収益化累計額 △ 378,666 5,962,813

ロ 県補助金 227,524

収益化累計額 △ 14,780 212,744

ハ 受益者負担金等 3,425,304

収益化累計額 △ 180,993 3,244,311

ニ 受贈財産評価額 4,252,344

収益化累計額 △ 420,366 3,831,978

長期前受金合計 13,251,846

繰　延　収　益　合　計 13,251,846

負　　債　　合　　計 29,830,401

6　資　本　金

(1) 繰入資本金 992,705

(2) 引継資本金 5,700,852

資　　本　　金　　合　　計 6,693,557

資　本　の　部



(単位：千円)

7　剰　余　金

(1) 資本剰余金

イ 国庫補助金 27,770

ロ 県補助金 3,210

ハ 受益者負担金等 9,204

ニ 受贈財産評価額 458,007

資本剰余金合計 498,191

(2) 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 1,048,248

利益剰余金合計 1,048,248

剰　余　金　合　計 1,546,439

資　　本　　合　　計 8,239,996

負　　債　　資　　本　　合　　計 38,070,397
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１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 固定資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産

・ 減価償却の方法　定額法による。

・ 主な耐用年数

建物　　　　　　8～38年

構築物　　　　　10～50年

機械及び装置　　10～50年

車両運搬具　　　4～6年

ロ 無形固定資産

・ 減価償却の方法　定額法による。

・ 主な耐用年数

施設利用権　　　45年

ソフトウェア　　5年

（２） 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金

ロ 賞与引当金

ハ 貸倒引当金

注　記

　職員の退職手当に係る岐阜県市町村職員退職手当組合負担金は、退職手当負担金の負担に関する協議に基づき、組合積立金の不足等に応じて発生す
る追加的な費用負担（収支差額調整のために支払う負担金、組合脱退時の清算金等を含む。）を全て一般会計が負担することとしているため、退職給
付引当金は計上していない。

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及び当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属す
る額を計上している。

　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により、回収不能見込額を計上している。



（３） 消費税及び地方消費税の会計処理

２　予定貸借対照表等に関する注記

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担

（２） 引当金の取崩し

イ 賞与引当金

ロ 貸倒引当金

３　セグメント情報に関する注記

（１） 報告セグメントの概要

公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

　貸借対照表に計上されている企業債（1年以内に償還予定のものも含む。）のうち、企業債の償還負担に関する協議に基づき、一般会計が負担すると見
込まれる額は４，１１２，４９５千円である。

　　平成30年度の期末手当・勤勉手当の支給及び当該手当にかかる法定福利費を支出するため、賞与引当金７，５０５千円を取り崩す予定である。

　　平成30年度において、不納欠損処理のため貸倒引当金３５７千円を取り崩す予定である。

　下水道事業会計は、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セ
グメントとしている。なお、報告セグメントに属する事業の内容及び財務情報の内訳は以下のとおりである。

セグメント区分 事業の内容

特定環境保全公共下水道事業 市街地周辺の区域における、し尿・生活雑排水等の処理
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（２） 報告セグメントごとの予定営業収益等

当年度（自　平成30年4月1日　　至　平成31年3月31日）

４　リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１） リース取引の処理方法

（単位：千円）

公共下水道事業
特定環境保全

公共下水道事業
合計

営業収益 1,316,295 80,846 1,397,141

営業費用 1,966,285 168,953 2,135,238

営業損益 △ 649,990 △ 88,107 △ 738,097

経常損益 471,372 7,926 479,298

セグメント資産 35,172,410 2,897,987 38,070,397

セグメント負債 28,013,261 1,817,140 29,830,401

その他の項目

　他会計繰入金 1,425,160 131,085 1,556,245

　減価償却費 1,158,249 97,577 1,255,826

　支払利息 338,042 25,936 363,978

　特別利益 21,476 161 21,637

　特別損失 370 0 370

　有形固定資産及び無形
　固定資産の増加

457,451 11,532 468,983

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。


